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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第14期

第２四半期連結累計期間
第14期

第２四半期連結会計期間
第13期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 2,421,810 1,282,306 4,188,259

経常利益 (千円) 93,011 91,847 140,460

四半期(当期)純利益 (千円) 7,197 13,733 101,192

純資産額 (千円) ─ 1,195,098 1,204,713

総資産額 (千円) ─ 2,535,819 2,336,729

１株当たり純資産額 (円) ─ 54,480.20 54,974.61

１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 330.18 633.49 4,597.25

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 325.32 629.33 4,462.49

自己資本比率 (％) ─ 46.4 51.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 94,086 ─ 292,200

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △52,442 ─ △ 329,175

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 90,071 ─ 457,487

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ─ 1,197,845 1,066,129

従業員数 (名) ─ 226 197

(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当グループは、当社（スターティア株式会社）と連結子会社１社（スターティアレナジー株式会社）

により構成され、従業員300名未満の中堅・中小企業を主力顧客とし、ビジネスホン、複合機、ネットワー

ク機器などの情報通信機器の販売、インターネット回線の取次ぎサービス、オフィス家具の販売、ホス

ティングサービス「Digit@Link（デジタリンク）」の提供、ホームページ製作やコンテンツの提供等、事

業活動に必要な環境を複合商材として提供する“トータルオフィスソリューション”を表題に、顧客満

足度の向上に努めてまいりました。

　近年、企業を取り巻くＩＴ環境は日々高速化・複雑化しており、情報量も増加しております。また、個人

情報保護などの観点からセキュリティへの関心も高まっている中、従業員300名未満の中堅・中小企業に

とって、最も良い環境を探し出すのはなかなか困難でかつ手間のかかる作業となっております。

　大企業では専門部署が設置されており、迅速な対応ができますが、従業員300名未満の企業では他の部署

の知識ある社員が兼任していることが多く、本業への負担となっている状況は否めません。そうした中、

当社は、顧客ニーズに合わせ、単なる商品販売にとどまらず、設置工事、設定作業、アフターフォロー、ヘル

プデスクの設置などを行い、当社をお客様の総務部、情報システム担当の専門部署と考えて頂けるよう、

社員の知識とサービスの向上に努め、ＩＴに関するプロフェッショナルとして長期にわたるお付き合い

ができるよう心がけております。

　

（セグメント事業区分の変更）

　当連結会計年度において、サービスの効率的な提供に重点を置き、より迅速に市場の変化に対応するた

めに、取扱商材と内部利益管理区分の一致を図るための組織変更を行った結果、内部利益管理区分と従来

のセグメント事業区分とが整合しなくなったため、「ソリューション関連事業」、「オフィス関連事

業」、「回線サービス関連事業」、「インターネットメディアコンテンツ関連事業」、「人材関連事業」

の事業区分に変更いたしました。

　このセグメント事業区分の変更は、現在、内部利益管理上採用している事業内容及び販売方法等の類似

性による事業区分と事業の種類別セグメント区分の対応関係を明確にすることにより、グループ全体の

経営実態をより適切に反映するために行ったものであります。

　なお、変更後の新しいセグメント事業区分での事業の内容は次のとおりであります。

　

(１)ソリューション関連事業

ソリューション関連事業につきましては、ネットワーク関連機器、ＩＳＰサービス取次、ホスティン

グサービスが主力商品及びサービスとなっております。

　ネットワーク関連機器に関しましては、機器販売、レンタルに留まらず、専門のシステムエンジニアが

ルーター、ファイアウォールなどのセキュリティ関連機器の設定や付加サービスとしてパソコンの設

定まで行い、顧客満足度の向上に努めております。ネットワーク関連機器ではＩＰ対応の通信システム

機器が活況を呈しており、特に、セキュリティ関連機器、通信機器の新規導入や買換え需要など、新機種

への変更サイクルも短縮化されてきております。

ＩＳＰ回線取次に関しましては、ＫＤＤＩ株式会社のＫＤＤＩインターネット、ソニー株式会社の

bit-driveを中心にお客様のニーズに合わせてご提案しております。また、インターネット接続のため

にＡＤＳＬや光ファイバーなどのＮＴＴ回線工事が必要な場合なども、お客様に代わって手配をして

おります。また、当社ではネットワーク機器をＩＳＰ回線手配と複合商材として、お客様に提供してお

ります。

　ホスティングサービスに関しましては、インターネットに情報を発信するサーバーの容量の一部を間
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貸しするサービスであり、別名レンタルサーバーとも言われております。サーバーや回線を自前で用意

できない顧客から公開したいコンテンツを預かり、インターネットに接続されたレンタルサーバーで

公開を行うサービスとなっております。レンタルサーバー「Digit@Link（デジタリンク）」は、お客様

サポートセンターを設置し、お客様のお問い合わせ等に専門のオペレーターが対応する体制をとって

おり、また、保守管理・メンテナンスは、システムエンジニアが障害などのトラブルへの対応、新サービ

スの設計及び管理をおこなっております。サーバーは有人体制で監視しているため、万が一のトラブル

発生時には即時対応できるようになっております。

　レンタルサーバーは容量の大きな専用サーバーと比較的少量で利用できる共用サーバーがあり、お客

様のご利用用途により各種対応しております。また、オプションサービスとしてウィルスチェック、ア

クセスログ解析などが選択でき、お客様のサーバー利用に際し、より便利なサービスの提供を行ってお

ります。

　

(２)オフィス関連事業

オフィス関連事業につきましては、ビジネスホン、複合機及びカウンターサービスだけでなく、オ

フィス家具の販売及び当社が長年にわたり情報通信機器やＩＳＰ回線手配などの販売を行ってきたノ

ウハウを活かし、ＬＡＮなどの通信環境を意識したオフィスレイアウトの提案による売上が主力と

なっております。

　ビジネスホンに関しましては、法人企業向けのＩＰ電話などの商品を中心に販売しております。また、

販売に留まらず、当社の技術者が直接お客様のところへお伺いし、ＩＰ電話などの設置・設定まで行う

ため、商談の段階からお客様の要望を十分把握し、技術者との連携をとるようにしており、申込から工

事までの期間短縮にもつながっております。新規顧客の開拓、既存顧客のフォロー営業に関しては、お

客様への当社のサービス紹介、経費削減のご提案などを行う専門のテレホンアポインターが対応して

おり、ニーズのあるお客様に対しては、営業担当者が直接出向き、より詳細なサービスのご提案、契約締

結をさせて頂いております。

　複合機に関しましては、現在シャープドキュメントシステム株式会社の複合機を中心に販売を行って

おります。お客様とは、メンテナンスサービス及びコピー用紙及びトナーなどの消耗品を無償で提供す

るサービスを行っており、コピーの使用料に応じてカウンターサービス料を頂くシステムとなってお

ります。また、お客様のコピーの使用料の増加や複合機の販売台数が増加するほどカウンターサービス

料収入が増える仕組みになっております。複合機は、現在モノクロ機からカラー機への買換え需要が大

変大きく、お客様のニーズに合ったコピー機とプリンターを兼用したカラー機のご提案を中心に行っ

ております。また、前述いたしましたビジネスホン及び複合機の販売ルートとしては、当社のお客様と

リース会社が当社のビジネスホンや複合機等の商品のリース契約を締結し、当社はリース会社に販売

するという形態（リース売上）は、お客様がより手軽に情報通信機器を導入できることに加え、リース

会社に与信審査を依頼することにより、不良債権等の事故の発生を未然に防止することができるシス

テムとなっております。

　オフィス家具販売に関しましては、オフィス移転・レイアウト変更等の案件に対して、一級建築士の

資格を保有している当社社員が、当該法人企業のニーズに合致した最適のオフィス空間をデザインす

るだけでなく、移転後の現状回復工事までのサービスを一貫して提供しております。案件につきまして

は、企業の移転情報などをあらゆる方面から入手しており、特に不動産仲介業者との業務提携によっ

て、情報量が大幅に増加し、ビジネスホン等の他商材と複合した販売が可能な顧客開拓手法の一つとし

ております。
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(３)回線サービス関連事業

回線サービス関連事業につきましては、電話回線手配などの回線加入受付代行による通信事業者か

らのインセンティブ収入事業を行っております。主力であるおとくラインは、ソフトバンクテレコム株

式会社が提供する電話サービスで、当社は、その受付案内・登録作業・現地調査等の加入に必要な手続

きをソフトバンクテレコムパートナーズ株式会社に代わって行うことで支払われる受付インセンティ

ブと、お客様の電話使用料によりその一部がインセンティブとして当社に支払われるトラフィックイ

ンセンティブがあります。当社の顧客である従業員300名未満の企業においては、専門の部署が設置さ

れていないため、どの通信業者にどのサービス内容を申し込めば、より良い音声通信環境が実現でき、

経費を削減できるか、その選択肢の多さに悩まされております。当社は、お客様のニーズを十分にヒア

リングし、より適切な提案を行っております。

　

(４)インターネットメディアコンテンツ関連事業

インターネットメディアコンテンツ関連事業につきましては、「Digit@Link ActiBook（デジタリン

クアクティブック）」や「Digit@Link CMS（デジタリンクシーエムエス）」を始めとしたWebアプリ

ケーションの企画・開発・販売に留まらず、Web製作やアクセスアップコンサルティング、システムの

受託開発・カスタマイズといった顧客の売上増大や業務効率アップを目的としたWebアプリケーショ

ンに関するトータルソリューションを提供しております。

　

(５)人材関連事業

人材関連事業につきましては、連結子会社であるスターティアレナジー株式会社の事業であり、法人

企業に対する人材派遣・人材紹介サービスが主力となっております。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 226(38)

(注)従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 211(38)

(注)従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは事業の性質上、生産・受注の実績はありません。

なお、当第１四半期連結会計期間より四半期報告書を作成しているため、前第２四半期連結会計期間との

対比は記載しておりません。

　

(1) 仕入実績

当第２四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(千円)

ソリューション関連事業 100,159

オフィス関連事業 272,332

回線サービス関連事業 30,703

インターネットメディアコンテンツ関連事業 10,288

人材関連事業 ―

合計 413,482

(注) １　金額は、仕入価格によっております。

２　人材関連事業については、提供するサービスの性格上、仕入実績の記載になじまないため、記載を省略しており

ます。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

(2) 外注実績

当第２四半期連結会計期間における外注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 外注高(千円)

ソリューション関連事業 7,903

オフィス関連事業 114,026

回線サービス関連事業 71

インターネットメディアコンテンツ関連事業 7,477

人材関連事業 ―

合計 129,479

(注) １　人材関連事業については、仕入実績と同様の理由により記載を省略しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

ソリューション関連事業 295,731

オフィス関連事業 577,689

回線サービス関連事業 112,151

インターネットメディアコンテンツ関連事業 87,893

人材関連事業 208,840

合計 1,282,306

(注)  １ セグメント間取引については、相殺消去しております。

　　　２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり、将

来に関する事項には、不確実性を内在しており、あるいはリスクを含んでいるため、将来生じる実際の結果

と異なる可能性を含んでおりますのでご留意ください。

なお、当第１四半期連結会計期間より四半期報告書を作成しているため、前第２四半期連結会計期間との

対比は記載しておりません。

　

(１)経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間における我が国の経済は、米国におけるサブプライムローン問題に端を

発した金融市場の混乱や原油・原材料価格の高騰により、企業収益は落ち込み、設備投資も低迷する

等、景気の減速感が一層強まる展開となりました。

　当社グループを取巻く環境の一つである情報通信関連業界におきましては、変化に強いIT基盤を求め

て仮想化技術を利用したシステム刷新に着手する企業が増えてきており、当社ターゲット顧客である

従業員300名未満の企業においても、経営環境は厳しいながらもブロードバンドを活用した様々なサー

ビスが本格的に展開され、順次導入する機運が高まっております。引き続きウイルスや不正アクセス等

による顧客情報漏洩など企業ネットワークにおける情報セキュリティシステム構築のニーズや金融商

品取引法に準拠するための企業のIT統制の需要は底堅い状況でありました。

　このような経営環境のもと、当社グループは引続き東京・大阪・福岡を中心とした中堅・中小企業に

対し大企業とのデジタルデバイト（情報格差）を解消し、顧客企業が活力に満ちた事業体となるため

の顧客支援を使命とし、通信システムの販売に留まらず、ＩＴ環境を重視したオフィスそのものの提案

を行ってまいりました。

　また、当事業年度は「選択と集中」及び中長期に渡る継続的な利益基盤構築のための「精査年度」と

位置づけ、経営の可視化に積極的に取り組み、売上規模の拡大だけでなく聖域なき経費削減に取り組み

経営効率の向上、特に重要な指標としている従業員一人当たりの営業利益の改善施策を推進いたしま

した。

　その結果、当第２四半期連結会計期間における業績は、売上高1,282,306千円、営業利益90,291千円、四
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半期純利益13,733千円となりました。

　また、当第２四半期連結累計期間における業績は、売上高2,421,810千円、営業利益89,839千円、経常利

益93,011千円、四半期純利益7,197千円となりました。

　事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　

【ソリューション関連事業】

当第２四半期連結会計期間におけるソリューション関連事業は、以下の通りであります。

ネットワーク関連機器に関しましては、従業員300名未満の中堅・中小企業ターゲットにおける情報

セキュリティソリューションのニーズの高まりを受けて、商品ラインナップを追加したことにより、

ウイルス対策、スパムメール対策、ファイアウォール、VPN(仮想専用線)などの導入が引き続き堅調に

推移致しました。特に2007年６月にリリースしサービス開始したネットワーク機器レンタルサービ

ス「マネージドゲートウェイ」が、ISP取次ぎサービスが低迷している中、首都圏・関西圏において

順調に顧客数を伸ばし、ネットワーク機器は好調に推移いたしました。

　ホスティングサービスに関しましては、レンタルサーバ等を外注するITアウトソーシングサービス

のニーズが堅調に高まる市場を受けて、専用サーバーサービスが堅調に推移するとともに、2008年２

月にリリースしサービス開始したＡＳＰ型のファイルサーバーである「セキュアSamba」は堅調に

顧客数を伸ばしました。2007年８月１日に龍冠堂コンサルティング株式会社よりホスティング事業

を譲り受けたことも売上に貢献し、好調に推移いたしました。

　その結果、ソリューション関連事業の当第２四半期連結会計期間における業績は、売上高295,731千

円、営業利益19,916千円となりました。

　また同事業の当第２四半期連結累計期間における業績は、売上高562,143千円、営業利益37,057千円

となりました。

　

【オフィス関連事業】

当第２四半期連結会計期間におけるオフィス関連事業は、以下の通りであります。

ビジネスホンに関しましては、経済産業省からの特定商取引法改正通知の影響や、特に中堅・中小企

業向けのビジネスホン市場においては、現段階においてもリース与信審査の厳格化が継続しており、

過去のビジネスホンのリプレース及び他部門の顧客に対する重ね売り販売強化を継続的に実施し、

技術部門の作業の効率化・外注工事の内製化により、原価の圧縮が図れました。

　複合機及びカウンターサービスに関しましては、平成19年10月１日に株式会社アレストよりドキュ

メント事業を譲り受けたことと、当事業年度より複合機営業選任部門を配置したことにより非常に

好調に推移しております。事業ボリュームの拡大による原価の圧縮や、これまでメーカーに外部委託

していたカウンターサービスの首都圏における一部内製化等が奏功し、利益率が改善いたしました。

　オフィス家具販売等のオフィスファシリティ関連に関しましては、国内における景況悪化に伴う顧

客企業の収益力の低下の影響もあり、当社がターゲットとする首都圏におけるオフィスの拡張や移

転需要が低迷しており、また代理店からの紹介案件の大幅な減少もあり、収益が低迷いたしました。

　その結果、オフィス関連事業の当第２四半期連結会計期間における業績は、売上高577,689千円、営

業利益49,687千円となりました。

　また同事業の当第２四半期連結累計期間における業績は、売上高1,053,678千円、営業利益22,562千

円となりました。

　

【回線サービス関連事業】
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当第２四半期連結会計期間における回線サービス関連事業は、以下の通りであります。

ソフトバンクテレコムパートナーズ株式会社が提供するおとくラインなどの回線接続受付に関しま

しては、営業部門における役職者の他部門異動を含む人員の減少があるものの、これまで積み上げて

きた顧客の総通話料金に比例して上がるストック収益である口銭や、代理店の開拓も奏功しました。

　その結果、回線サービス関連事業の当第２四半期連結会計期間における業績は、売上高112,151千

円、営業利益2,373千円となりました。

　また同事業の当第２四半期連結累計期間における業績は、売上高226,323千円、営業利益1,913千円

となりました。

　

【インターネットメディアコンテンツ関連事業】

当第２四半期連結会計期間におけるインターネットメディアコンテンツ関連事業は、以下の通り

であります。

　「Digit@Link ActiBook（デジタリンクアクティブック）」や「Digit@Link CMS（デジタリンク

シーエムエス）」を始めとしたWebアプリケーションの企画、開発、販売に留まらず、Web製作やアク

セスアップコンサルティング、システムの受託開発・カスタマイズといった顧客の売上増大や業務

効率アップを目的としたWebアプリケーションに関するトータルソリューションをこれまで首都圏

だけで展開しておりましたが、当事業年度より当社の大阪支社、福岡支店にも直営営業部門を配置す

るとともに、「Digit@Link ActiBook（デジタリンクアクティブック）」の新規代理店開発を行い、

販売規模の拡大を図ることができました。

特に、当第２四半期連結会計期間においては、当事業年度に入ってから「Digit@Link ActiBook（デ

ジタリンクアクティブック）」の市場での認知度が大きく上昇していることもあり、マーケット

シェアの拡大とパッケージ販売に注力した結果、電子ブックにつきましては大躍進いたしました。

　その結果、インターネットメディアコンテンツ関連事業の当第２四半期連結会計期間における業績

は、売上高87,893千円、営業利益14,870千円となりました。

　また同事業の当第２四半期連結累計期間における業績は、売上高187,681千円、営業利益27,311千円

となりました。

　

【人材関連事業】

当第２四半期連結会計期間における人材関連事業は、以下の通りであります。

当社の連結子会社であるスターティアレナジー株式会社において、国内における景況悪化に伴う雇

用調整の影響もあり、主力とする人材派遣事業が低迷いたしました。しかしながら人材紹介事業は紹

介予定派遣を中心とし、好調に推移いたしました。

　その結果、人材関連事業の当第２四半期連結会計期間における業績は、売上高208,840千円、営業利

益2,210千円となりました。

　また同事業の当第２四半期連結累計期間における業績は、売上高391,983千円、営業損失1,432千円

となりました。

　

(２)財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は2,535,819千円となり、前連結会計年度末に比べ

199,090千円増加いたしました。その主な内容は、現金及び預金1,202,855千円（前連結会計年度末比較

131,718千円増）、売掛金618,321千円（前連結会計年度末比較15,397千円増）、原材料75,250千円（前

連結会計年度末比較61,886千円増）となっております。
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　負債の部は1,340,721千円となり、前連結会計年度末に比べ208,705千円増加いたしました。その主な

内容は、買掛金372,099千円（前連結会計年度末比較95,993千円増）、短期借入金及び一年以内返済予

定の長期借入金236,164千円（前連結会計年度末比較110,500千円減）、長期借入金350,504千円（前連

結会計年度末比較217,168千円増）となっております。

　純資産の部は1,195,098千円となり、前連結会計年度末に比べ9,614千円減少いたしました。その主な

内容は、自己株式33,728千円（前連結会計年度末比較18,712千円増）となっております。

　

(３)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の期末残高は1,197,845千円となりまし

た。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュフローは94,086千円の収入となりました。その主な内容は、税金等調整前

当期純利益47,109千円を計上したことと、投資有価証券評価損37,841千円の計上、棚卸資産61,886千円

の増加、仕入債務95,993千円の増加、法人税等の支払81,288千円によるものです。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは52,442千円の支出となりました。その主な内容は、固定資産の

取得による51,834千円の支出によるものです。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは90,071千円の収入となりました。その主な内容は、短期借入金

の純減額210,000千円、長期借入による350,000千円の収入、長期借入金の返済による33,332千円の支出

によるものです。
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(４)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(５)研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備に新設、

除却について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 88,000

計 88,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 22,114 22,114
東京証券取引所
（マザーズ）

―

計 22,114 22,114 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

①平成16年９月15日臨時株主総会決議

第２四半期会計期間末
(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 545

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,090

新株予約権の行使時の払込金額(円) 30,000

新株予約権の行使期間
平成18年９月15日から
平成25年９月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格および資本組入額(円)

発行価格　　30,000
資本組入額　15,000

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者(以下、「新株予約権者」
　という)は、権利行使時においても、当社の取締役、
　監査役、従業員の地位にあることを要するものとする。
　ただし、任期満了による退任、定年退職、会社都合による
　退任・退職、業務上の疾病に起因する退職、および転籍
　その他正当な理由の存する場合は、地位喪失後３か月以内
　(ただし権利行使期間内に限る)または権利行使期間開始
　の日より３か月以内のいずれかの期間内に限り権利行使を
　なしうるものとする。
②新株予約権者が死亡した場合は、当該予約権者の法定相続
　人に限り相続を認めるものとする。
　ただし、２次相続は認めない。
③その他の条件については、本割当契約の定めるところに
　よる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するものと
する。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

（注）１　平成16年９月15日の臨時株主総会において新株予約権の総数は上限700個とする旨決議し、
　　　　  同日の取締役会において発行する新株予約権の総数を692個と決議いたしました。また、新
          株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は割当者の退職により割当対象でな
          くなった新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式数をそれぞれ控除した残数を
          記載しております。
　　　２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整す
　　　　　るものといたします。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されてい
　　　　　ない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が
　　　　　生じた場合は、これを切り捨てるものといたします。

　　　　　　調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

　　　　  また、発効日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継され
          る場合または当社が完全子会社となる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継
          される場合、当社は、合併比率等に応じ必要と認める株式数の調整を行うことができま
          す。
　　　３　当社が株式分割または株式併合を行う場合
　

調整後行使価額＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　　　　  また、当社が時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権付社債も含む）の
          行使による場合及び当社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く）する場
          合、または、当社が時価を下回る価額で自己株h式を処分する場合（以下の算式において、
          新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株当たり払込金額は１株当たり処分金額
          と読み替えるものとします。）

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

　　　　　なお、算式中の既発行株式数には当社が保有する自己株式の数は含みません。
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　　　４  平成17年９月１日付で１株を２株に株式分割したことに伴い、新株予約権の数、新株予約
          権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式
          を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額の調整が行われております。
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②平成17年６月28日定時株主総会決議

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 229

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 458

新株予約権の行使時の払込金額(円) 202,500

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日から
平成26年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格および資本組入額(円)

発行価格　　202,500
資本組入額　101,250

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者(以下、「新株予約権者」
　という)は、権利行使時においても、当社の取締役、
　監査役、従業員の地位にあることを要するものとする。
　ただし、任期満了による退任、定年退職、会社都合による
　退任・退職、業務上の疾病に起因する退職、および転籍
　その他正当な理由の存する場合は、地位喪失後３か月以内
　(ただし権利行使期間内に限る)または権利行使期間開始
　の日より３か月以内のいずれかの期間内に限り権利行使を
　なしうるものとする。
②新株予約権者が死亡した場合は、当該予約権者の法定相続
　人に限り相続を認めるものとする。
　ただし、２次相続は認めない。
③その他の条件については、本割当契約の定めるところに
　よる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するものと
する。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

（注）１　平成17年６月28日の臨時株主総会において新株予約権の総数は上限500個とする旨決議し、
　　　　  平成17年６月28日の取締役会において発行する新株予約権の総数を291個、平成17年７月29
　　　　  日の取締役会において発行する新株予約権の総数を４個と決議いたしました。また、新株
          予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は割当者の退職により割当対象でなく
          なった新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式数をそれぞれ控除した残数を記
          載しております。
　　　２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整す
　　　　　るものといたします。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されてい
　　　　　ない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が
　　　　　生じた場合は、これを切り捨てるものといたします。

　　　　　　調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

　　　　  また、発効日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継され
          る場合または当社が完全子会社となる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継
          される場合、当社は、合併比率等に応じ必要と認める株式数の調整を行うことができま
          す。
　　　３　当社が株式分割または株式併合を行う場合
　

調整後行使価額＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　　　　  また、当社が時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権付社債も含む）の
          行使による場合及び当社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く）する場
          合、または、当社が時価を下回る価額で自己株h式を処分する場合（以下の算式において、
          新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株当たり払込金額は１株当たり処分金額
          と読み替えるものとします。）

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

　　　　　なお、算式中の既発行株式数には当社が保有する自己株式の数は含みません。

　　　４  平成17年９月１日付で１株を２株に株式分割したことに伴い、新株予約権の数、新株予約
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          権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式
          を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額の調整が行われております。
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(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年７月１日
～

平成20年９月30日
─ 22,114 ─ 416,960 ─ 401,960
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

本郷　秀之 東京都新宿区 12,338 55.8%

財賀　明 東京都江東区 1,633 7.4%

源内　悟 東京都江東区 850 3.8%

古川　征且 東京都豊島区 802 3.6%

スターティア従業員持株会 東京都新宿区西新宿一丁目14番11号 637 2.9%

自社 東京都新宿区西新宿一丁目14番11号 498 2.3%

ジャフコV1-B号投資事業有限責任組合東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 300 1.4%

オリックス株式会社 東京都港区浜松町二丁目４番１号 200 0.9%

ジャフコV1-A号投資事業有限責任組合東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 180 0.8%

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 170 0.8%

計 ― 17,608 79.6%
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　　　498 ― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 　21,616 21,614 ─

単元未満株式 ─ ― ─

発行済株式総数 22,114 ― ―

総株主の議決権 ― 21,614 ―

(注)　「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の失念株２株が含まれており、当該株

式に係る議決権の数から控除しております。

　

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
スターティア株式会社

東京都新宿区西新宿1-14-11 498 ─ 498 2.3%

計 ―
498

─ 498 2.3%

(注)　当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含めております。

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 86,500 99,500 98,500 76,000 73,900 67,000

最低(円) 80,000 88,500 51,500 51,700 63,000 51,000

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものである。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第１四半期連結会計期間より四半期報告書を作成しているため、前第２四半期連結会計期間との

対比は記載しておりません。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,202,855 1,071,137

売掛金 618,321 602,923

原材料 75,250 13,364

その他 111,654 77,776

貸倒引当金 △24,519 △18,407

流動資産合計 1,983,563 1,746,793

固定資産

有形固定資産 ※１
 75,642

※１
 71,654

無形固定資産

のれん 141,033 159,933

その他 111,342 96,670

無形固定資産合計 252,375 256,603

投資その他の資産 224,237 261,676

固定資産合計 552,256 589,935

資産合計 2,535,819 2,336,729

負債の部

流動負債

買掛金 372,099 276,105

短期借入金 70,000 280,000

1年内返済予定の長期借入金 166,164 66,664

未払法人税等 44,620 81,091

賞与引当金 56,688 51,463

その他 280,644 243,354

流動負債合計 990,217 998,679

固定負債

長期借入金 350,504 133,336

固定負債合計 350,504 133,336

負債合計 1,340,721 1,132,015

純資産の部

株主資本

資本金 416,960 416,960

資本剰余金 401,960 401,960

利益剰余金 392,507 393,094

自己株式 △33,728 △15,015

株主資本合計 1,177,699 1,196,998

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △55 －

評価・換算差額等合計 △55 －

少数株主持分 17,454 7,714

純資産合計 1,195,098 1,204,713

負債純資産合計 2,535,819 2,336,729
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(2)【四半期連結損益計算書】
　【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年９月30日)

売上高 2,421,810

売上原価 1,392,670

売上総利益 1,029,140

販売費及び一般管理費 ※1
 939,301

営業利益 89,839

営業外収益

受取利息 988

債務免除益 3,465

助成金収入 850

その他 2,726

営業外収益合計 8,030

営業外費用

支払利息 3,932

その他 925

営業外費用合計 4,858

経常利益 93,011

特別損失

固定資産除却損 ※2
 8,060

投資有価証券評価損 37,841

特別損失合計 45,902

税金等調整前四半期純利益 47,109

法人税、住民税及び事業税 40,915

法人税等調整額 △843

法人税等合計 40,072

少数株主利益 △160

四半期純利益 7,197
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
  至 平成20年９月30日)

売上高 1,282,306

売上原価 727,147

売上総利益 555,158

販売費及び一般管理費 ※1
 464,867

営業利益 90,291

営業外収益

受取利息 988

債務免除益 1,212

その他 1,757

営業外収益合計 3,958

営業外費用

支払利息 1,741

その他 660

営業外費用合計 2,402

経常利益 91,847

特別損失

投資有価証券評価損 37,841

特別損失合計 37,841

税金等調整前四半期純利益 54,005

法人税、住民税及び事業税 40,492

法人税等調整額 △1,345

法人税等合計 39,147

少数株主利益 1,125

四半期純利益 13,733
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 47,109

減価償却費 45,492

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6,111

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,225

受取利息及び受取配当金 △988

支払利息 3,932

投資有価証券評価損益（△は益） 37,841

固定資産除却損 8,060

売上債権の増減額（△は増加） 3,050

たな卸資産の増減額（△は増加） △61,886

仕入債務の増減額（△は減少） 95,993

未払金の増減額（△は減少） 12,494

未払消費税等の増減額（△は減少） △547

その他 △23,591

小計 178,298

利息及び配当金の受取額 985

利息の支払額 △3,908

法人税等の支払額 △81,288

営業活動によるキャッシュ・フロー 94,086

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △51,834

投資有価証券の取得による支出 △740

差入保証金の差入による支出 △578

差入保証金の回収による収入 710

投資活動によるキャッシュ・フロー △52,442

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △210,000

長期借入れによる収入 350,000

長期借入金の返済による支出 △33,332

配当金の支払額 △7,669

自己株式の取得による支出 △18,886

自己株式の処分による収入 60

少数株主からの払込みによる収入 9,900

財務活動によるキャッシュ・フロー 90,071

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 131,715

現金及び現金同等物の期首残高 1,066,129

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,197,845
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計会計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

１　会計処理の原則及び手続の変更

棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

条）を当第１四半期連結会計期間から適用し、評価基

準については、原価法から原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）に変更しております。

なお、当該会計処理方法の変更にともなう影響額は

ありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※1．有形固定資産の減価償却累計額　　105,088千円 ※1．有形固定資産の減価償却累計額　　95,915千円

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

※1．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

賃金給与 377,195千円
賞与引当金繰入額 43,547千円
貸倒引当金繰入額 6,111千円

 

※2．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 8,060千円

　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
　至　平成20年９月30日)

※1．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

賃金給与 180,059千円
賞与引当金繰入額 25,217千円
貸倒引当金繰入額 1,498千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,202,855千円

　　　計 1,202,855千円

預入期間が３か月超の定期預金 △5,010千円

現金及び現金同等物 1,197,845千円
 

　

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日  至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 22,114

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 498

　

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成20年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 7,669千円 350円平成20年３月31日 平成20年６月26日
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４　株主資本の著しい変動に関する事項　　　　　　　　　　　　　　    　(千円)

株　　　　主　　　　資　　　　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

平成20年3月31日残高 416,960401,960393,094△15,0151,196,998

当第２四半期連結会計期
間末までの変動額

剰余金の配当 ─ ─ △7,669 ─ △7,669

四半期純利益 ─ ─ 7,197 ─ 7,197

自己株式の取得※ ─ ─ ─ △18,886△18,886

自己株式の処分 ─ ─ △113 173 60

当第２四半期連結会計期
間末までの変動額合計

─ ─ △586 △18,712△19,299

平成20年9月30日残高 416,960401,960392,507△33,7281,177,699

※　当第２四半期連結会計期間に市場から18,886千円を取得致しました。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

（単位：千円）

ソリュー
ション
関連事業

オフィス
関連事業

回線
サービス
関連事業

インター
ネット
メディア
コンテンツ関
連事業

人材
関連事業

計
消去又は
全社

連結

売上高

　(1) 外部顧客
　　　に対する
      売上高

295,731577,689112,151 87,893 208,8401,282,306 - 1,282,306

　(2) セグメン
　　　ト間の内
　　　部売上高
      又は
　　　振替高

35,353 42,159 6,394 6,109 2,40892,425△92,425 -

計 331,084619,848118,545 94,003 211,2491,374,731△92,4251,282,306

営業利益又は
営業損失(△)

19,916 49,687 2,373 14,870 2,21089,0591,231 90,291

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

（単位：千円）

ソリュー
ション
関連事業

オフィス
関連事業

回線
サービス
関連事業

インター
ネット
メディア
コンテンツ関
連事業

人材
関連事業

計
消去又は
全社

連結

売上高

　(1) 外部顧
　客に対する
　売上高

562,1431,053,678226,323187,681391,9832,421,810 - 2,421,810

　(2) セグメ
　ント間の内
　部売上高又
　は振替高

68,703 80,994 15,216 10,422 7,253182,591△182,591 -

計 630,8471,134,672241,540198,104399,2372,604,402△182,5912,421,810

営業利益又は
営業損失(△)

37,057 22,562 1,913 27,311 △1,432 87,412 2,426 89,839

１　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。
２　各区分に属する主要な製品

事業区分 事業内容

ソリューション関連事業
Webやメールを行う際に必要なサーバーのレンタル事業の運営・保守、ネットワー
ク機器などの情報通信機器の販売や、インターネットプロバイダーへの取次ぎな
どを行っております。

オフィス関連事業
ビジネスホン、複合機、オフィス家具の販売や通信環境を意識したオフィスレイア
ウトの提案などを行っております。

回線サービス関連事業
光ファイバーや、おとくライン等の受付代行による通信業者からのインセンティ
ブ収入獲得の事業を行っております。

インターネットメディア
コンテンツ関連事業

電子書籍作成ソフト、CMSを始めとしたWebアプリケーションの販売とWebに関する
受託制作・開発、アクセスアップコンサルティング等の事業を行っております。

人材関連事業
連結子会社であるスターティアレナジー株式会社が、人材派遣・人材紹介事業を
行っております。
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３　事業区分の変更
　従来、事業の種類別セグメントの区分につきましては、内部管理上の事業区分を基準として、「機器関連事業」、
「回線受付サービス関連事業」、「ASP関連事業」、「その他」に区分しておりました。
　しかしながら、当連結会計年度において、サービスの効率的な提供に重点を置き、より迅速に市場の変化に対応す
るために、取扱商材と内部利益管理区分の一致を図るための組織変更を行った結果、内部利益管理区分と従来の事
業セグメント区分とが整合しなくなったため、「ソリューション関連事業」、「オフィス関連事業」、「回線サー
ビス関連事業」、「インターネットメディアコンテンツ関連事業」、「人材関連事業」の区分に変更いたしまし
た。
　このセグメント区分の変更は、現在内部利益管理上採用している事業内容及び販売方法等の類似性による事業区
分と事業の種類別セグメント区分の対応関係を明確にすることにより、グループ全体の経営実態をより適切に反
映するために行ったものであります。
　従来の事業区分によった場合の事業の種類別のセグメント情報は、下記のとおりであります。

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

機器
関連事業

回線受付
サービス
関連事業

ASP
関連事業

その他 計
消去又は
全社

連結

売上高

　(1) 外部顧客
　　　に対する
      売上高

675,468114,198212,012280,6281,282,306 - 1,282,306

　(2) セグメン
　　　ト間の内
　　　部売上高

      又は
　　　振替高

15 585 55 2,553 3,210△3,210 -

計 675,483114,783212,067283,1811,285,514△3,2101,282,306

営業利益又は
営業損失(△)

24,329△29,62785,918 8,440 89,059 1,231 90,291

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

機器
関連事業

回線受付
サービス
関連事業

ASP
関連事業

その他 計
消去又は
全社

連結

売上高

　(1) 外部顧客
　　　に対する
      売上高

1,324,938299,233368,350429,2882,421,810 - 2,421,810

　(2) セグメン
　　　ト間の内
　　　部売上高
      又は
　　　振替高

59 1,260 115 7,398 8,835△8,835 -

計 1,324,997300,494368,465436,6872,430,645△8,8352,421,810

営業利益又は
営業損失(△)

△19,365△1,550103,2005,128 87,412 2,426 89,839

　

EDINET提出書類

スターティア株式会社(E05539)

四半期報告書

31/37



【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

本国以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

　

　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 54,480円20銭 １株当たり純資産額 54,974円61銭

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 330円18銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 325円32銭

　

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 7,197

普通株主に帰属しない金額（千円） ─

普通株式に係る四半期純利益(千円) 7,197

普通株式の期中平均株式数(株) 21,797

四半期純利益調整額(千円) ─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数(株)

326

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前連結会計年度末から重要な変動がある場合
の概要

新株予約権
株主総会の特別決議日
平成17年６月28日
(新株予約権の数229個)

なお、新株予約権の概要
は、「第４ 提出会社の状
況 １ 株式等の状況(2)
新株予約権の状況」に記
載のとおりであります。
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第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 633円49銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 629円33銭

　

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
　至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 13,733

普通株式に係る四半期純利益(千円) 13,733

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 21,679

四半期純利益調整額(千円) ─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数(株)

143

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前連結会計年度末から重要な変動がある場合
の概要

新株予約権
株主総会の特別決議日
平成17年６月28日
(新株予約権の数229個)

なお、新株予約権の概要
は、「第４ 提出会社の状
況 １ 株式等の状況(2)
新株予約権の状況」に記
載のとおりであります。

　

　

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

スターティア株式会社(E05539)

四半期報告書

36/37



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月11日

スターティア株式会社

取　締　役　会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士　猪　瀬　　忠　彦　　印

　

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士　吉　村　　孝　郎　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているス

ターティア株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成

20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、スターティア株式会社及び連結子会社の平成

20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　（セグメント情報）事業の種類別セグメント情報３．事業区分の変更に記載されているとおり、会社は事業

区分を変更した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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